
4経理情報●2009.2.1（№1205）  

2月10日(火)まで 
 
2月中の市町村の条
例で定める日まで 
 
3月2日(月)まで 
(2月28日､3月1日
が土･日に当たるた
め延長される) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①源泉所得税･特別徴収住民税の納付(21年1月分) 
 
②固定資産税･都市計画税の納付(第4期分) 
 
 
③法人の確定申告､納付､延納届出  
(平成20年12月期決算法人) 
法人税､消費税､地方消費税､法人事業税､法人事業所税､法人
住民税 
④法人税の申告期限延長特例法人  
20年11月期(1月延長)単独申告法人 
20年10月期(2月延長)連結申告法人 
⑤法人消費税の期間短縮の確定申告 
20年12月期(毎月申告)1月ごと 
3、6、9、12月期(4半期)3月ごと 
⑥法人の中間申告､納付(半期分) 
(6月期決算法人) 
法人税､消費税､地方消費税､法人事業税､法人事業所税､法人
住民税 
⑦法人消費税の中間申告､納付 
3、6、9月期(4半期)    400万円超 
12月分(毎月分)  　　　4,800万円超 
 
[個人の確定申告開始日] 
贈与税2月2日（月）､所得税2月16日（月） 
なお､所得税の還付申告の受付は期日前でも受理される｡ 

 
 
②納付日は地方条例で定める日であり､納付通知書
を確認のこと｡ 
 
(注)③～⑦　法人の決算期日が末日の場合 
③人格のない社団等で会計期間の届出をしない場合
の事業年度は､その年の12月31日までの会計期
間(法法13④)とされており､その申告･納付期限
は12月期決算法人と同じとなる｡ 

③申告期限延長特例法人の場合でも利子税(通則法
64①)の納付義務が生ずるので､法定期限までに
納付見込額を納税する｡ 

④申告期限延長特例法人の場合でも、利子税（通則
法６４①）の納付義務が生ずるので、法定期限まで
に納税する。 
⑤消費税の課税期間の特例の選択､変更､取りやめ
の届出期限は､その適用の変更を行う課税期間の
初日の前日まで｡ 

(注)一定の行為をする際の法定期限は休日等による
期限延長の対象とならない(通令2条1項各号)｡ 

⑦消費税の中間申告の納付額は直前期の確定税額
である｡地方消費税が含まれていない｡ 

（付記） 
○税理士記念日（2月23日）には税理士による無料
税務相談会などが開催される。 

今月の税務 
日　付 項　目 備考・コメント 

会
　
計 

電
子
記
録
債
権
の
実
務
対
応
報
告

公
開
草
案
の
文
案
が
示
さ
れ
る

│
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、
金
融
商
品
専
門
委

去
る
１
月
７
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
44
回
金
融
商
品
専
門
委

員
会
を
開
催
し
、
現
行
の
金
融
商
品

会
計
基
準
の
見
直
し
に
関
す
る
論
点

整
理
お
よ
び
、
電
子
記
録
債
権
に
係

る
会
計
処
理
の
検
討
を
行
っ
た
。
主

な
ポ
イ
ン
ト
は
次
の
と
お
り
。

●
金
融
商
品
会
計
の
見
直
し

①
　
金
融
商
品
会
計
の
範
囲

論
点
１
―
１
　
金
融
商
品
の
定
義

等
・
Ｉ
Ａ
Ｓ
32
号
と
比
較
し
て
特
に
大

き
な
差
異
が
認
め
ら
れ
な
い
の
で

あ
れ
ば
、
現
在
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
が
デ
ィ

ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
・
ペ
ー
パ
ー
で
検

討
し
て
い
る
以
上
の
検
討
は
必
要

な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

論
点
１
―
２
　
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の

定
義（
純
額
決
済
と
将
来
の
決

済
）

・
実
質
的
な
総
額
決
済
を
求
め
る
か

否
か
に
よ
る
影
響
を
考
慮
し
た
う

え
で
引
き
続
き
検
討
し
て
い
く
。

②
　
金
融
商
品
の
測
定

論
点
２
―
１
　
測
定
区
分
の
見
直

し
・
損
益
を
通
じ
て
時
価
評
価
す
る
か

を
区
別
す
る
基
準
は
何
か
。

・
そ
の
他
有
価
証
券
の
カ
テ
ゴ
リ
ー

を
ど
の
よ
う
に
位
置
づ
け
る
か
。

・
部
分
純
資
産
直
入
法
の
取
扱
い
を

ど
う
す
る
か
。

・
現
行
の
日
本
基
準
と
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
と

の
差
異
に
つ
い
て
、
短
期
的
な
対

応
を
行
う
か
。

論
点
２
―
２
　
公
正
価
値
オ
プ

シ
ョ
ン

・
測
定
方
法
を
区
分
す
る
視
点
は
何

か
。

・
公
正
価
値
オ
プ
シ
ョ
ン
を
設
け
る

理
論
的
根
拠
は
何
か
。

論
点
２
―
３
　
保
有
目
的
区
分
の

変
更

・
実
務
対
応
報
告
26
号
は
当
面
の
取

扱
い
と
さ
れ
て
い
る
が
、
恒
久
的

な
改
正
を
行
う
べ
き
か
。

●
電
子
記
録
債
権
に
係
る
会
計
処
理

実
務
対
応
報
告
公
開
草
案
の
文
案

が
示
さ
れ
、
そ
の
中
で
会
計
処
理
上

は
、
今
後
も
並
存
す
る
手
形
債
権
に

類
似
し
て
取
り
扱
う
こ
と
が
適
当
と

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
勘
定
科
目
名

は
次
の
４
案
が
示
さ
れ
、
引
き
続
き

検
討
が
行
わ
れ
る
。

（
Ａ
案
）電
子
記
録
債
権（
ま
た
は
電

子
記
録
債
務
）

（
Ｂ
案
）電
子
売
上
債
権（
ま
た
は
電

子
仕
入
債
務
）

（
Ｃ
案
）電
子
営
業
債
権（
ま
た
は
電

子
営
業
債
務
）

（
Ｄ
案
）営
業
電
子
記
録
債
権（
ま
た

は
営
業
電
子
記
録
債
務
）

な
お
、
公
開
草
案
は
今
月
末
に
も

公
表
議
決
さ
れ
る
見
込
み
で
あ
る
。

会
　
計 

見
積
り
の
変
更
に
関
す
る
注
記
事

項
は
、個
別
基
準
等
で
は
原
則
定
め

な
い
方
向
│
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、
過
年
度
遡
及
修
正
専
門
委

去
る
１
月
８
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
26
回
過
年
度
遡
及
修
正

専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。
同
委
員

会
で
は
、
３
月
ま
で
に
議
論
を
終
え

て
、
遡
及
修
正
基
準
の
公
開
草
案
の

公
表
を
目
指
し
て
い
る
。

今
回
の
委
員
会
の
議
論
の
内
容
は

以
下
の
３
点
で
あ
る
。

(1)
　｢

会
計
方
針
の
変
更
と
表
示
方

法
の
変
更
の
区
分｣

に
つ
い
て

争
点
に
な
っ
た
の
は
、
基
準
案
の

｢

表
示
の
変
更｣

の
定
義
に
お
け
る
、

｢

会
計
処
理
の
変
更
に
伴
う
も
の

は
、
表
示
方
法
の
変
更
に
は
該
当
し

な
い｣

と
い
う
一
文
。
事
務
局
か
ら

は
、
こ
れ
を
補
完
す
る
た
め
に
、
結
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フラッ
シュ 

ド
イ
ツ
に
あ
る
。
い
ず
れ
も
低
落
傾

向
に
あ
る
と
は
い
え
、
現
在
で
も
20

％
台
後
半
の
組
織
率
だ
と
推
定
さ
れ

る
。
日
本
の
18
・
１
％
は
そ
の
、

ち
ょ
う
ど
中
間
水
準
だ
。

組
織
率
の
変
動
が
何
に
影
響
さ
れ

る
の
か
の
判
断
は
複
雑
だ
。
低
い
先

例
で
あ
る
韓
国
。
１
９
９
２
年
は
景

気
縮
小
期
だ
っ
た
。
逆
に
１
９
８
５

年
の
米
国
は
拡
大
期
だ
っ
た
。
組
合

員
の
組
織
率
は
、
景
気
動
向
と
は
異

な
る
要
因
で
変
動
し
て
い
る
。

組
合
員
組
織
率
が
日
本
よ
り
も
は

る
か
に
高
い
欧
州
各
国
の
失
業
率

は
、
こ
れ
も
ま
た
日
本
よ
り
も
は
る

か
に
高
い
。
失
業
率
の
高
さ
が
組
織

率
を
高
め
る
の
だ
ろ
う
か
。

統
計
上
、
わ
が
国
の
完
全
失
業
率

は
２
０
０
８
年
11
月
で
３
・
９
％
。

組
織
率
が
20
％
台
を
割
っ
た
２
０
０

２
年
は
年
間
を
通
し
て
失
業
率
は
５ 18.1

 どう見る？ 
　　　この数字 

─変革期の象徴 

18.1％ 

％
台
だ
っ
た
。

失
業
率
と
組
織
率
の
関
係
だ
け
を

み
る
と
、
労
働
組
合
は
雇
用
を
守
る

こ
と
を
売
り
物
に
し
て
の
組
織
化
で

は
遅
れ
を
取
っ
て
い
る
か
の
よ
う
に

み
え
る
。
と
は
い
え
、
失
業
率
が
日

本
よ
り
も
高
い
合
衆
国
で
は
、
組
織

率
が
圧
倒
的
に
低
い
。
ア
メ
リ
カ
の

労
働
組
合
は
、
も
っ
と
遅
れ
を
と
っ

て
い
る
。

過
去
10
年
の
変
化
で
労
働
市
場

に
起
き
た
大
き
な
変
化
に
派
遣
労

働
制
度
が
あ
る
。
派
遣
労
働
者
比

率
は
組
合
低
組
織
化
社
会
の
米
国

や
韓
国
の
方
が
日
本
よ
り
も
低

い
。
日
本
よ
り
も
組
合
組
織
化
率

が
高
い
英
国
で
は
、
派
遣
比
率
が

日
本
の
倍
近
い
水
準
に
達
し
て
い

る
。「

非
正
規
労
働
者
保
護
法
」が
１

０
０
人
以
上
事
業
所
へ
適
用
さ
れ

て
い
る
韓
国（
２
０
０
９
年
７
月
か

ら
５
人
以
上
事
業
所
へ
も
）で
は
、

法
律
施
行
後
に
日
雇
い
、
請
負
型
労

働
者
が
増
加
し
た
。
そ
し
て
、
組
合

組
織
率
は
低
い
。

地
球
規
模
で
み
て
も
、
資
本
と
労

働
を
対
置
し
た
枠
組
み
で
社
会
の
安

定
を
図
る
考
え
方
が
通
用
し
な
く

な
っ
て
き
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。

18
・
１
％
で
の
踏
み
と
ど
ま
り
は
、

社
会
制
度
の
根
本
的
な
変
化
期
に
あ

る
象
徴
か
も
知
れ
な
い
。

（
神
保
敏
明
）

持
株
比
率
が
20
％
以
上
で
50
％
以

下
の
非
連
結
子
会
社
に
は
持
分
法
が

適
用
さ
れ
る
。
資
本
制
社
会
で
は
、

何
ら
か
の
影
響
を
及
ぼ
す
水
準
が
20

％
と
想
定
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
20
％

を
割
っ
て
い
る
も
の
の
１
つ
に
労
働

組
合
組
織
率
が
あ
る
。

２
０
０
８
年
の
労
働
組
合
組
織
率

は
18
・
１
％（
厚
生
労
働
省「
労
働
組

合
基
礎
調
査
」）だ
っ
た
。
株
式
支
配

の
発
想
か
ら
す
れ
ば
、
そ
の
影
響
力

は「
そ
の
他
大
勢
」へ
と
地
位
を
低
下

さ
せ
て
し
ま
っ
た
か
に
み
え
る
。

組
織
率
は
そ
の
前
年
も
同
水
準

だ
っ
た
の
で
、
短
期
的
に
は
下
げ
止

ま
っ
て
い
る
格
好
だ
。
た
だ
、
傾
向

で
見
れ
ば
一
貫
し
て
の
下
げ
基
調
。

２
０
０
２
年
に
は
20
％
台
を
維
持
し

て
い
た
。

つ
ま
り
、
２
０
０
７
年
の
11
月
ま

で
続
い
た
わ
が
国
の
第
14
循
環
景
気

拡
大
期
に
、
労
働
組
合
の
組
織
率
が

影
響
力
の
大
台
を
割
っ
て
き
た
訳

だ
。
実
感
を
伴
わ
な
い
景
気
拡
大

は
、
労
働
組
合
組
織
率
を
引
き
上
げ

る
こ
と
に
繋
が
ら
な
か
っ
た
。

わ
が
国
の
労
働
組
合
組
織
率
は
高

く
な
い
が
、
特
段
に
低
い
訳
で
も
な

い
。
低
い
先
行
例
は
合
衆
国
や
韓
国

に
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
合
衆
国
で

は
１
９
８
５
年
に
18
％
台
へ
低
下
し

た
。
韓
国
が
こ
の
水
準
を
割
っ
た
の

は
１
９
９
２
年
だ
っ
た
。
そ
し
て
現

在
は
10
％
台
。
高
い
事
例
は
英
国
や

論
の
背
景
に
お
い
て｢

資
産
、
負
債

若
し
く
は
損
益
の
認
識
又
は
測
定
を

伴
う｣

と
い
っ
た
追
加
的
な
説
明
を

加
え
る
こ
と
に
よ
り
対
応
す
る
、
と

い
う
案
が
出
さ
れ
た
が
、
こ
の
一
文

を
削
除
し
、
結
論
の
背
景
で
説
明
す

る
と
い
う
議
論
も
出
て
き
た
。
ま
た

そ
の
際
の
例
示
に
つ
い
て
も
、
検
討

中
で
あ
る
。

(2)
　「
見
積
り
の
変
更
に
関
す
る
注

記
」に
つ
い
て

今
回
、
再
検
討
事
項
と
し
て
挙
げ

ら
れ
た
の
は
、
以
下
の
２
点
。

①
　
個
別
基
準
等
で
遡
及
基
準
に

従
っ
て
、
見
積
り
の
変
更
を
行
っ

た
場
合
の
注
記
を
定
め
る
か

検
討
の
方
向
性
と
し
て
は
、
注
記

に
関
す
る
定
め
が
な
い
場
合
で
も
、

会
計
上
の
見
積
り
の
変
更
に
該
当
し

た
場
合
は
、
遡
及
基
準
に
従
っ
て
注

記
が
行
わ
れ
る
た
め
、
原
則
、
個
別

基
準
で
注
記
を
定
め
な
い
。

た
だ
し
、
現
行
会
計
基
準
や
国
際

的
な
会
計
基
準
等
を
考
慮
し
た
結

果
、
引
き
続
き
個
別
基
準
等
で
記
載

し
、
包
括
的
な
記
載
と
し
て
、
個
別

基
準
に
お
い
て
明
示
的
な
記
載
が
な

い
場
合
は
、
遡
及
基
準
に
し
た
が
っ

て
判
断
す
る
旨
を
遡
及
基
準
の
結
論

の
背
景
等
に
記
載
す
る
。

②
　
現
行
の
個
別
基
準
等
で
、
見
積

り
の
変
更
を
行
っ
た
場
合
の
注
記

が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
、
こ
れ

ら
の
改
正
を
行
う
か
。

方
向
性
と
し
て
は
、
個
別
の
基
準

ご
と
に
、
検
討
を
行
う
。

耐
用
年
数
の
変
更
等
に
つ
い
て

は
、
現
行
の「
会
計
事
実
の
変
化
に

対
応
す
る
処
理
で
あ
る
か
ら
、
会
計

処
理
の
原
則
又
は
手
続
の
変
更
に
該

当
し
な
い
」と
の
記
載
に「
会
計
上
の

見
積
り
の
変
更
に
該
当
す
る
」旨
を

追
加
す
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る
。

資
産
除
去
債
務
に
つ
い
て
は
、
そ

の
注
記
の
定
め
と
異
な
る
も
の
で
は

な
く
、
現
行
の
ま
ま
と
す
る
。

(3)
　
基
準
と
適
用
指
針
の
分
割

今
後
、
会
計
基
準
と
適
用
指
針
を

分
割
し
、
基
準
と
指
針
の
両
方
を
検

討
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

会
　
計 

連
結
財
務
諸
表
に
お
け
る
Ｓ
Ｐ
Ｃ
の

取
扱
い
に
関
す
る
論
点
整
理
、具
体
的

な
文
案
が
示
さ
れ
る
│
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、
Ｓ
Ｐ
Ｃ
専
門
委

去
る
１
月
８
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
Ｓ
Ｐ
Ｃ
専
門
委
員
会
を
開

催
し
、「
連
結
財
務
諸
表
に
お
け
る

特
別
目
的
会
社
の
取
扱
い
等
に
関
す

る
論
点
の
整
理（
案
）」に
つ
い
て
、

検
討
を
行
っ
た
。

前
回
２
０
０
８
年
12
月
10
日
に
行

わ
れ
た
議
論
に
引
き
続
き
、今
回
は
具
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体
的
な
文
案
が
示
さ
れ
、検
討
が
行
わ

れ
た
。主
な
論
点
は
次
の
と
お
り
。

論
点
１
　
支
配
の
定
義
と
支
配
力

基
準
の
適
用
に
つ
い
て

①
　
他
の
企
業
の
活
動
を
左
右
す
る

パ
ワ
ー
は
、
他
の
企
業
の
戦
略
的

な
営
業
お
よ
び
財
務
の
方
針
を
決

定
で
き
る
場
合
に
有
し
て
い
る
。

そ
れ
以
外
に
も
、
何
ら
か
の
事
象

が
生
じ
た
と
き
に
リ
タ
ー
ン
に
影

響
を
与
え
る
活
動
に
関
連
す
る
行

動
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
は

パ
ワ
ー
を
有
し
て
い
る
こ
と
に
な

る
。

②
　
親
会
社
に
生
じ
る
リ
タ
ー
ン
に

は
、
配
当
や
子
会
社
か
ら
分
配
さ

れ
る
そ
の
他
の
経
済
的
な
便
益
、

親
会
社
に
帰
属
す
る
子
会
社
の
価

値
の
変
動
、
契
約
に
よ
る
報
酬
の

他
、
自
ら
の
価
値
を
増
加
さ
せ
る

こ
と
や
、
費
用
の
削
減
も
含
ま
れ

る
。

論
点
３
　
特
別
目
的
会
社
の
取
扱

い
に
つ
い
て

支
配
の
具
体
的
な
適
用
に
つ
い
て

は
、
事
業
を
営
む
伝
統
的
な
企
業
に

は
、
従
来
ど
お
り
、
自
ら
の
リ
タ
ー

ン
の
た
め
に
資
す
る
か
ど
う
か
か
ら

判
断
さ
れ
、
組
成
さ
れ
た
企
業
に
つ

い
て
は
、
次
の
事
項
を
含
む
す
べ
て

の
事
実
や
状
況
を
考
慮
す
る
。

①
　
組
成
さ
れ
た
企
業
の
目
的
お

よ
び
デ
ザ
イ
ン

②
　
組
成
さ
れ
た
企
業
へ
の
関
与

か
ら
生
じ
る
リ
タ
ー
ン

③
　
組
成
さ
れ
た
企
業
の
活
動

④
　
関
連
す
る
ア
レ
ン
ジ
メ
ン
ト

⑤
　
制
限
さ
れ
た
、
ま
た
は
事
前

に
決
定
さ
れ
た
戦
略
的
な
営
業

お
よ
び
財
務
の
方
針
を
変
更
す

る
能
力

⑥
　
他
の
者
の
代
理
人
と
し
て
行

動
す
る
か
、
ま
た
は
他
の
者
が

そ
の
代
理
人
と
し
て
行
動
す
る

か
論
点
４
　
特
別
目
的
会
社
に
関
す

る
開
示
に
つ
い
て

特
別
目
的
会
社
に
類
似
す
る
企
業会

　
計 

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
・
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
共
同
公
表
の

「
収
益
認
識
」Ｄ
Ｐ
へ
の
コ
メ
ン
ト

検
討
開
始
│
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、
収
益
認
識
専
門
委

去
る
１
月
13
日
、企
業
会
計
基
準
委

員
会
は
第
６
回
収
益
認
識
専
門
委
員

会
を
開
催
し
、昨
年
12
月
19
日
に
国
際

会
計
基
準
審
議
会（
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
）・
財
務

会
計
基
準
審
議
会（
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
）が
共

同
公
表
し
た
、収
益
認
識
に
つ
い
て
の

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
・
ペ
ー
パ
ー（
Ｄ
Ｐ
）

へ
の
コ
メ
ン
ト
の
検
討
を
行
っ
た
。

Ｄ
Ｐ
で
は
収
益
認
識
に
つ
い
て
新

し
い
ア
プ
ロ
ー
チ
を
提
案
し
て
お

り
、
今
年
６
月
19
日
ま
で
コ
メ
ン
ト

募
集
を
行
っ
て
い
る
。

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
で
は
コ
メ
ン
ト
を
ま
と

め
る
べ
く
審
議
を
開
始
し
た
が
、
審

議
の
初
回
で
あ
る
今
回
は
、
主
に
Ｄ

な
指
針
が
欠
如
し
て
い
る
と
Ｄ
Ｐ
は

指
摘
し
て
い
る
。

●
提
案
モ
デ
ル
に
お
け
る
収
益
認
識

の
し
く
み

そ
こ
で
Ｄ
Ｐ
で
は
問
題
点
解
決
の

た
め
に
さ
ま
ざ
ま
な
取
引
を
整
合
的

に
適
用
で
き
る
収
益
認
識
原
則
に
よ

る
、
次
の
よ
う
な
単
一
の
収
益
認
識

モ
デ
ル
の
導
入
を
提
案
し
て
い
る
。

・
提
案
モ
デ
ル

企
業
は
顧
客
と
の
契
約
に
よ
り
対

価
請
求
権
を
獲
得
す
る
と
同
時
に
、

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
等
を
顧
客
に
移
転

す
る
義
務
を
負
う
が
、
期
末
に
残
存

す
る
こ
の
義
務
全
体
を
測
定
し
、
そ

の
測
定
値
の
純
額
を
、
そ
の
時
点
で

の
当
該
契
約
に
お
け
る
正
味
の
ポ
ジ

シ
ョ
ン
と
す
る
。

こ
れ
を
い
ず
れ
の
側
が
超
過
し
て

い
る
の
か
に
応
じ
て
、｢

契
約
資
産
」

ま
た
は「
契
約
負
債
」と
よ
び
、
収
益

は
、
契
約
資
産
お
よ
び
契
約
負
債
の

変
動
の
う
ち
、
契
約
資
産
の
増
加
ま

た
は
契
約
負
債
の
減
少（
お
よ
び
そ

れ
ら
の
組
み
合
わ
せ
）の
場
合
に
認

識
さ
れ
る（
逆
方
向
の
変
動
は
、
収

益
認
識
に
関
係
し
な
い
）。

●
現
行
実
務
へ
の
影
響
例

・
現
行
の
実
務
が
、「
契
約
に
基
づ

い
た
収
益
認
識
原
則
」の
下
で
認

め
ら
れ
な
く
な
る
場
合
が
あ
る
。

・
保
証
等
の
販
売
後
サ
ー
ビ
ス
に
つ

き
、
引
当
金
等
で
の
会
計
処
理
を

認
め
ら
れ
な
く
な
る
。

・
客
観
的
証
拠
が
な
く
て
も
、
見
積

り
に
よ
り
構
成
要
素
に
分
解
し
て

収
益
計
上
す
る
こ
と
に
な
る
。

・
他
基
準
で
契
約
獲
得
費
用
を
資
産

化
し
て
い
る
取
扱
い
が
あ
れ
ば
、

（
他
の
基
準
で
資
産
化
の
要
件
を

満
た
さ
な
い
限
り
）資
産
化
が
認

め
ら
れ
な
く
な
る
。

会
　
計 

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
５
号「
廃
止
事
業
」公
開

草
案
へ
の
コ
メ
ン
ト
文
案
検
討
、最

終
段
階
へ
│
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、
財
務
諸
表
表
示
専
門
委

と
し
て
は
、
事
業
目
的
が
限
定
さ
れ

て
い
な
か
っ
た
り
、
活
動
内
容
が
受

動
的
で
は
な
か
っ
た
り
す
る
も
の

の
、
特
別
目
的
会
社
と
同
様
に
、
保

有
す
る
資
産
等
の
リ
ス
ク
に
対
し
て

議
決
権
の
あ
る
株
式
や
出
資
の
額
が

過
小
で
あ
り
、
組
成
上
、
リ
ス
ク
の

負
担
の
方
法
等
が
あ
ら
か
じ
め
定
め

ら
れ
て
い
る
こ
と
が
、
そ
の
特
徴
と

し
て
挙
げ
ら
れ
る
も
の
と
考
え
ら
れ

る
。ま

た
、
Ｅ
Ｓ
Ｏ
Ｐ
の
会
計
処
理
に

つ
い
て
は
、
本
論
点
整
理
を
公
表

後
、
検
討
を
行
っ
て
い
く
予
定
。

Ｐ
の
内
容
に
つ
い
て
事
務
局
側
か
ら

説
明
が
行
わ
れ
た
。

事
務
局
側
に
よ
る
Ｄ
Ｐ
に
つ
い
て

の
説
明
の
概
要
は
以
下
の
と
お
り
。

●
現
行
モ
デ
ル
の
問
題
点

米
国
基
準
で
採
用
さ
れ
て
い
る
稼

得
・
実
現
モ
デ
ル
で
は
稼
得
過
程
の

曖
昧
さ
に
よ
る
幅
広
い
余
地
の
存
在

と
、
そ
の
結
果
と
し
て
一
貫
し
な
い

収
益
認
識
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
存
在
が
問

題
視
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
で
は
複
数
の
商
品
、
サ
ー
ビ
ス
の

提
供
を
伴
う
契
約（
複
数
要
素
契
約
）

に
関
し
、
収
益
認
識
の
単
位
を
ど
の

よ
う
に
分
解
す
る
か
に
つ
い
て
十
分

去
る
１
月
13
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
８
回
財
務
諸
表
専
門
委

員
会
を
開
催
し
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
５
号

（
廃
止
事
業
）改
訂
の
公
開
草
案
へ
の

コ
メ
ン
ト
文
案
に
つ
い
て
、
最
終
的

な
検
討
を
行
っ
た
。
今
回
の
議
論

で
、
専
門
委
員
会
に
お
け
る
検
討
は

終
了
す
る
。
前
回
か
ら
の
修
正
点
は

次
の
と
お
り
。

質
問
２  

廃
止
事
業
に
つ
い
て
表

示
さ
れ
る
金
額

・「
税
金
費
用
、
金
利
費
用
ま
た
は

全
社
共
通
費
用
等
に
つ
い
て
、
合

理
的
な
配
分
が
必
要
に
な
る
場
合

が
あ
る
こ
と
に
留
意
し
た
説
明
を

加
え
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
意
見
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フラッ
シュ 

この20日間に公表・公布された経理関係重要法規等   

 
 
 

2008年
12月26日 

 
 
 
 
 

2008年
12月26日 

 
 
 

2008年
12月26日 

 
 

2009年 
1月7日  
 
 

2009年 
1月13日 

企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」、
企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計
基準」、企業会計基準第23号「『研究開発費等に係
る会計基準』の一部改正」、改正企業会計基準第7号
「事業分離等に関する会計基準」、改正企業会計基
準第16号「持分法に関する会計基準」および改正企
業会計基準適用指針第10号「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適用指針」の公表 
 
改正企業会計基準第12号「四半期財務諸表
に関する会計基準」および改正企業会計基
準適用指針第14号「四半期財務諸表に関す
る会計基準の適用指針」の公表 
 
 
有価証券の取引等の規制に関する内閣府令
の特例に関する内閣府令 
 
 
欧州連合（ＥＵ）における会計基準の同等性
評価について  
 
 
上場株券に係る時価総額基準の取扱いにつ
いて 

 
 
 

企業会計 
基準委員会 

 
 
 
 
 

企業会計 
基準委員会 

 
 
 

金融庁 
 
 
 
 

金融庁 
 
 
 

東京証券 
取引所 

 
 
国際会計基準審議会（IASB）と共同で公表した東京合
意に基づき、平成20年までの短期コンバージェンス・
プロジェクトとして掲げた企業結合に関する会計処
理についての会計基準および適用指針。 
 
 
 
 
企業会計基準第17号「セグメント情報等の開示に関
する会計基準」の公表に伴う、所要の改正。 
 
 
10月14日より実施してきた自己株取得ルールを緩和
するための内閣府令の適用期間が平成20年12月31
日までなので、同措置を年度内（平成21年３月31日）
まで延長することとしたもの。 
 
欧州委員会は、平成20年12月12日、会計基準の同等
性評価の最終決定した。今般、欧州委員会規則および
決定が平成20年12月19日のＥＵ官報に掲載された。 
 
市場第一部から市場第二部への指定替え基準および
上場廃止基準のうち、時価総額および流通株式時価総
額に係る基準について、本年12月末までの間、取扱い
を一部変更して、適用を再開。 

日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号 

2009年 
1月10日・20日 
合併号 

ニュース記事、 
一部本号付録 

2009年 
1月10日・20日号 
ニュース記事、 
本号付録 

が
あ
っ
た
」と
、
た
だ
し
書
き
に

追
加
し
た
。

質
問
３ 

 

す
で
に
処
分
さ
れ
た

か
、
ま
た
は
売
却
目
的
保
有
に

分
類
さ
れ
た
企
業
の
構
成
要
素

に
関
す
る
開
示

・
す
で
に
処
分
さ
れ
た
か
、
ま
た
は

売
却
目
的
保
有
に
分
類
さ
れ
た
企

業
の
す
べ
て
の
構
成
要
素
に
現
行

規
定
41
Ａ
項
の
開
示
を
求
め
る
こ

と
は
、
作
成
者
に
と
っ
て
負
担
と

な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
よ
っ
て
、

コ
メ
ン
ト
と
し
て
は
開
示
の
定
め

を
設
け
た
経
緯
の
説
明
を
、
結
論

の
根
拠
に
記
載
す
べ
き
と
し
た
。

質
問
４  

発
効
日
お
よ
び
移
行
規
定証

　
券 

株
価
は
今
年
前
半
に
底
固
め
へ

新
年
の
株
価
は
、
日
米
と
も
に
順

調
な
ス
タ
ー
ト
を
切
っ
た
。
昨
年
末

か
ら
の
金
融
市
場
安
定
策
の
効
果
、

オ
バ
マ
新
大
統
領
の
政
策
へ
の
期
待

な
ど
が
指
摘
さ
れ
る
。
し
か
し
、
ア

メ
リ
カ
の
実
体
経
済
の
悪
化
を
示
す

指
標
が
出
て
く
る
と
、
や
は
り
ア
メ

リ
カ
株
価
は
腰
砕
け
に
な
り
、
さ
ら

に
当
然
の
よ
う
に
日
本
株
価
も
連
安

に
な
っ
た
。

少
な
く
と
も
今
年
前
半
ま
で
こ
う

し
た
連
動
関
係
が
続
く
の
で
は
な
か

ろ
う
か
。
経
済
指
標
が
事
前
予
想
よ

り
も
悪
い
場
合
、
株
価
は
ま
だ
ま
だ

シ
ョ
ッ
ク
安
に
見
舞
わ
れ
よ
う
。
そ

れ
で
も
実
体
景
気
の
動
き
を
反
映
し

に
遅
行
指
標
と
さ
れ
る
雇
用
の
調
整

も
急
ピ
ッ
チ
で
あ
る
こ
と
が
目
立
つ
。

こ
れ
は
ア
メ
リ
カ
も
同
様
で
あ
る
。そ

れ
だ
け
調
整
が
早
い
と
、一
巡
す
る
の

も
早
い
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。

経
済
の
波
動
が
狂
う
と
し
た
ら
、

新
た
な
サ
プ
ラ
イ
ズ
の
発
生
で
あ

る
。
そ
の
点
に
つ
い
て
は
、
貿
易
摩

擦
、
貿
易
制
限
の
兆
候
が
要
注
意
で

あ
ろ
う
。
特
に
新
興
経
済
国
に
世
界

経
済
回
復
の
担
い
手
を
期
待
で
き
る

こ
と
が
今
回
不
況
の
特
徴
と
い
わ
れ

る
が
、
彼
ら
は
貿
易
制
限
の
動
き
、

か
く
乱
の
動
き
を
辞
さ
な
い
気
配
を

み
せ
て
い
る
。

も
ち
ろ
ん
最
大
の
注
目
点
は
オ
バ

マ
新
政
権
が
事
前
の
期
待
ど
お
り
機

能
す
る
か
ど
う
か
で
あ
る
。同
政
権
へ

の
期
待
は
歴
史
上
ま
れ
に
み
る
ほ
ど

高
く
な
っ
て
い
る
だ
け
に
、期
待
外
れ

と
な
っ
た
場
合
の
反
動
が
怖
い
。

こ
う
し
た
場
合
に
は
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
は

異
常
時
の
金
融
政
策
、
何
で
も
あ
り

の
金
融
政
策
を
展
開
し
て
、
信
用
不

安
を
和
ら
げ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し

て
い
る
。
バ
ー
ナ
ン
キ
Ｆ
Ｒ
Ｂ
議
長

は
万
一
の
時
に
は
マ
ネ
ー
の
ヘ
リ
コ

プ
タ
ー
散
布
ま
で
覚
悟
し
て
い
る
と

い
わ
れ
る
。

今
年
前
半
は
大
不
況
を
示
す
恐
ろ

し
い
数
字
が
出
る
割
に
は
、
株
価
は

案
外
、
堅
調
に
推
移
す
る
が
、
後
半

は
逆
に
実
体
景
気
は
底
固
め
気
配
を

示
し
て
も
株
価
は
順
調
な
立
ち
直
り

と
は
い
か
ず
、
二
番
底
に
向
か
う
懸

念
が
あ
る
。

・「
移
行
規
定
」に
つ
い
て
は
特
に
コ

メ
ン
ト
を
し
な
い
こ
と
と
し
た
。

そ
の
他
論
点   

注
記
の
金
額
と
財

務
諸
表
本
表
の
金
額
の
調
整

・
公
開
草
案
で
は
注
記
の
金
額
と
財

務
諸
表
本
表
の
金
額
の
間
と
の
調

整
情
報
を
開
示
す
る
こ
と
を
提
案

し
て
い
る
。
し
か
し
、
一
方
で
主

要
な
項
目
に
つ
い
て
は
内
訳
を
開

示
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。
そ
こ
で
、
そ
の
取
得
時
に
売

却
目
的
保
有
に
分
類
さ
れ
る
た
め

の
要
件
を
満
た
す
事
業
等
に
つ
い

て
は
、
内
訳
の
開
示
に
お
い
て
合

計
額
の
み
を
開
示
す
る
と
い
う
代

替
案
も
考
え
ら
れ
る
と
し
た
。

て
次
第
に
底
値
を
固
め
て
い
く
こ
と

が
期
待
で
き
る
。

実
体
景
気
の
核
心
は
生
産
活
動
で

あ
る
が
、
そ
の
急
激
な
落
ち
込
み
と

い
う
点
で
、
今
回
と
似
て
い
る
の
は

73
年
末
に
発
生
し
た
第
一
次
石
油

シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
不
況
で
あ
る
。
こ

の
時
、
生
産
は
74
年
中
、
前
期
比
で

減
少
を
続
け
た
。
今
回
は
減
少
が
始

ま
っ
て
ま
だ
１
四
半
期
だ
が
、
落
ち

込
み
幅
は
一
気
に
石
油
シ
ョ
ッ
ク
不

況
の
最
悪
時
に
ほ
ぼ
等
し
く
な
っ

た
。
こ
の
た
め
、
生
産
の
前
期
比
減

少
と
い
う
事
態
が
今
後
１
年
も
続
く

と
は
思
わ
れ
な
い
。

今
回
の
不
況
は
生
産
活
動
と
と
も


